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がん診療連携拠点病院指定要件（放射線治療部門）の改訂に向けての提言 

【はじめに】 

令和 5 年 3 月に閣議決定された第 4 期がん対策推進基本計画は、「誰一人取り残さないがん対策を推進し、
全ての国民とがんの克服を目指す」ことを全体目標として掲げ、放射線治療を含む集学的治療の質の確保と
均てん化・集約化の推進を重要施策として位置づけている。さらに、令和 7 年 8 月に公表された厚生労働省
「がん診療提供体制のあり方に関する検討会」による「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・
集約化に関するとりまとめ」では、放射線治療装置のような高額医療機器および専用設備を要する医療技術
については、一定の集約化のもとで提供することが望ましいとされており、これらは放射線治療提供体制の
再構築を検討する上で重要な政策的背景となる。 
 令和８年度診療報酬改定においては強度変調放射線治療（IMRT）の施設基準ががん診療連携拠点病院等
において拡充され実施施設数は大きく増加することが予想されている。一方で、IMRT の施設基準の拡充に
おいて医師要件は緩和されたにも関わらず、放射線治療関連団体の総意として医療技術評価提案書として提
案した診療放射線技師や医学物理士等の技術者を適正に配置するための要件の修正等は施設基準要件には明
確に定義されなかった。また、核医学治療（ルテチウム 177 標識製剤等）の適用拡大が進む中、治療病室の
整備や特別措置病室の活用など提供体制整備の課題も顕在化している。 
 本提言は、厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害対策研究分野 がん対策推進総合研究）「放射線療法
の提供体制構築に資する研究（23EA1012、研究代表者：大西洋）」の成果として取りまとめたものであ
り、策定にあたっては石倉班による先行提言および日本放射線腫瘍学会が策定した日本版ブルーブック
（JBB）を主要な参照文献とし、これらの推奨事項を現行のがん診療連携拠点病院指定要件と対照しつつ、
科学的根拠、診療実態、今後の放射線治療提供体制のあり方に関する専門家の意見から改訂の必要性を検討
した。本提言は、現行のがん診療連携拠点病院指定要件を基盤とし、最新の国内外の科学的根拠、関連ガイ
ドラインおよび診療実態を踏まえて放射線治療部門に関する要件の改訂案を提示するものである。本提言
が、我が国における放射線治療の質および安全性のさらなる向上と、持続可能な提供体制の構築に資するこ
とを期待する。 
 
【本文の見方】 
 各項目の提言は【現行要件】、【提言案】、【変更内容】、【提言理由】および（参考文献）の構成により体
系的に整理したものである。また、各項目の提言文は、「緑＝新規追加」、「橙＝変更」、「白＝現行維持」と
して内容を示す。また、（＊）は「次期改定において必須要件とすることを念頭に置いた望ましい要件」を示
す。 

  新規追加   変更   現行維持/検討中 

 

第１章 人員 

1.1 放射線治療医 

【現行要件】 
専従の放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を１人以上配置すること。 

専従の放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を１人以上配置すること。 
【変更内容】現行要件と同一の文言を維持する。 

【提言理由】 
 現在のがん診療連携拠点病院指定要件（以下、現要件）では、「専従の放射線治療に携わる専門的な知識及び技
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能を有する常勤の医師を１人以上配置すること。」とされている。厚労科研石倉班（以下、石倉班）では年間放射
線治療患者実人数 250 名まで毎に 1 名以上とする比率方式が示されている。日本版ブルーブック（以下、JBB）で
は最低限 1 名・年間患者数 300 名毎に 1 名追加とされている。 
 海外文献では放射線腫瘍医 1 名あたり年間 250 名（文献 1）、ヨーロッパ 24 カ国の 2019 年調査では平均 225 名
（文献 2）とされている。現行の常勤専従 1 名要件は引き続き妥当と考えられる。しかし、放射線治療の高度化
（複雑化）により、一部の国では 1 名当たり 150 名程度とされているところもあり、継続的な検討が必要である。 

（参考文献） 
1) Zhu H, et al. Lancet Glob Health. 2024;12(12):e1945-e1953. 
2) Willmann J, et al. Radiother Oncol. 2021;155:226-231. 

1.2 放射線治療担当診療放射線技師 

1.2.1 外部照射担当技師 

【現行要件】 
放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の診療放射線技師を２人以上配置することが望ましい
（＊）。また、当該技師は放射線治療に関する専門資格を有する者であることが望ましい。 

外部照射装置 1 台につき放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の診療放射線技師を２人
以上配置すること。また、当該技師は放射線治療に関する専門資格を有する者であることが望ましい
（＊）。装置１台あたりの年間患者数が 350 人を超える毎に１装置あたり１名の診療放射線技師を追加す
ることが望ましい。 

【変更内容】「施設に 2 人以上」から「外部照射装置 1 台につき 2 人以上」へ基準を変更。年間 350 人超の場合の
増員規定を新規追加。 
【提言理由】 

 石倉班ではリニアック 1 台につき 2 名以上の常勤専従放射線治療技師を配置することとされている。JBB では治
療装置 1 台に 2 名（理想的には患者数 30 名/日超えで 1 名追加）とされている。 
 本研究班が実施した物理技術職の業務量調査（文献 1）を用いた試算では、年間治療患者数 350 人（うち IMRT 
100 例）、25 回/人（1 日約 35 回/装置）で、照射担当の FTE は 2.7（全体 4.6）必要と試算している。これに対し
年間 250 例/装置では照射担当 FTE1.9（全体 3.6）で対応可能であり、350 患者/年では 0.8〜1.0FTE の増員が必要
と示された。装置 1 台あたりの年間照射患者数のガイドラインを 300 名とする報告（文献 2）も踏まえ、年間 350
名超の場合に 1 名（1FTE）の人員追加を提案する。 
（参考文献） 

1) J Radiat Res. 2023 Nov 21;64(6):911-925. 
2) 厚生労働省がん研究助成金計画研究班「がんの集約治療における放射線腫瘍学-医療実態調査研究に基づく放射線治療
の品質確保に必要とされる基準構造-」 
 

 

1.2.2 シミュレータ装置担当技師 

【現行要件】 
（記載なし） 

X 線シミュレータ装置および CT シミュレータ装置の操作にあたっては、放射線治療を担当する診療放射
線技師を配置することが可能な体制であること。固定具作成、造影 CT、呼吸性移動評価のための撮像を
行う場合等においては、適宜人員を増加して対応すること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 石倉班ではシミュレータ装置操作時に技師 2 名の配置体制を求めている。治療時の再現性に関わる固定具作成、
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造影 CT や 4DCT 撮像業務の量（文献 2）も加味し、適宜人員増員が必要である。JBB でも治療計画用 CT および
simulator 使用時の技師配置を推奨している。 
（参考文献） 

1) 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 がん臨床研究「がん医療の均てん化に資する放射線治療の推進及
び品質管理に係る研究」 
2) J Radiat Res. 2023 Nov 21;64(6):911-925. 

1.2.3 RALS（遠隔操作式後装填法）担当人員 

【現行要件】 
（記載なし） 

遠隔操作式後装填法（RALS）を用いた照射業務を行う際には、1 台について医師、診療放射線技師、看
護師等をそれぞれ 1 名以上配置することが望ましい（＊）。 

【変更内容】現行未規定。新規追加（望ましい（＊））。 

【提言理由】 
 密封小線源治療は線源の装填・照射・回収の一連工程を通じて、放射線安全管理・患者安全管理・医療機器安全
管理を同時に高い水準で確保することが求められる高侵襲・高複雑性の治療である。JASTRO ガイドライン（文献
1）では小線源治療実施施設において医師・技師・看護師等の関係職種が役割分担して連携する体制の構築が必要と
されている。「画像誘導密封小線源治療（IGBT）導入のためのガイドライン（文献 2）」では多職種チームでの治
療遂行体制の必要性を明示しており、「婦人科癌小線源治療における鎮静鎮痛ガイドライン（文献 3）」では鎮静
レベルに応じた専任担当者の配置を求めている。小線源治療の安全性と治療品質を全国的に均てん化するための重
要な基盤となる。 
（参考文献） 

1) 日本放射線腫瘍学会「密封小線源治療における医療機器安全管理料 2 運用指針」2024 年 
2) 日本放射線腫瘍学会「画像誘導密封小線源治療導入のためのガイドライン」 
3) 日本放射線腫瘍学会「婦人科癌小線源治療における鎮静鎮痛ガイドライン」 

1.3 放射線治療品質管理士または医学物理士 

【現行要件】 
専従の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等に携わる専門的な知識及び技
能を有する常勤の技術者等を１人以上配置すること。なお、当該技術者は医学物理学に関する専門資格を有する
者であることが望ましい。 

専従の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等に携わる専門的な知識
及び技能を有する常勤の技術者等を１人以上配置すること。当該技術者は、定位放射線治療や強度変調放
射線治療等の高精度放射線治療の年間患者数が 200 人を超える毎に１名の技術者等を追加することが望ま
しい（＊）。なお、当該技術者は医学物理学に関する専門資格を有する者であることが望ましい。強度変
調放射線治療の照射計画補助に関する研修を修了していることが望ましい（＊）。なお、当該技術者は医
学物理学に関する専門資格を有する者を配置できない場合は、都道府県拠点病院等との連携により当該業
務の質を担保する体制を整備すること。 

【変更内容】「1 人以上（必須）」を維持した上で、高精度治療年間患者数 200 人超毎に１名追加が望ましい
（＊）を追加。IMRT 照射計画補助研修修了（＊）を新規追加。医学物理学専門資格保有者が配置できない場合の
要件を追加。 

【提言理由】 
 近年の外部放射線治療は IMRT や VMAT 等の高精度治療の普及に伴い、治療計画および品質管理の複雑性が著
しく増している。厚生労働省の「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に係る基本的な考え方
（文献 2）」においても放射線治療の集約化が示されており、集約化された拠点病院では精度管理・照射計画検証
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を専従で担う人材の充足が前提条件となる。また、当該技術者が関与した REMOTE-IMRT trial の事後調査アンケ
ートから、IMRT 治療計画タスクシフト・シェア後の計画補助者 1 名あたりの年間適正 IMRT 症例数は、「100
例」64 回答(47%)、「200 例」38 回答(28%)であることが報告されており（文献 3）、200 例が人員配置の目安と
なる。照射計画補助業務については日本放射線治療品質管理機構が実施する研修会（文献 4）の修了を推奨するこ
とで、業務の標準化と施設間格差の是正に資する。 
（参考文献） 

1) 厚生労働省「がん診療連携拠点病院等の整備について」健発 0801 第 16 号、令和 4 年 8 月 1 日（一部改正 令和 7 年 8
月 29 日）
2) 厚生労働省「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に係る基本的な考え方及び検討の進め方につい
て」健生が発 0829 第 5 号、令和 7 年 8 月 29 日
3) 遠山尚紀ら「遠隔支援型 IMRT 実施における物理技術専門職の適切な参画体制と課題の解析 REMOTE-IMRT trial 事
後調査より」第 39 回高精度放射線外部照射部会学術大会 2026 年 3 月 14 日(土)、示説発表
4) 日本放射線治療品質管理機構「2025 年度強度変調放射線治療照射計画補助作業研修会実施概要」2025 年

1.4 放射線治療部門を担当する看護師 

【現行要件】 
放射線治療部門に、専従の放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を１人以上配置する
こと。なお、当該看護師は放射線治療に関する専門資格を有する者であることが望ましい。 

放射線治療部門に、専任の放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1 人以上配
置すること。なお、当該看護師はがん放射線療法看護認定看護師あるいは放射線看護専門看護師やがん看
護専門看護師のうち放射線治療看護をサブスペシャリティとする看護師を１人以上含めることが望ましい
（＊） 

【変更内容】「専従」→「専任」へ変更。配置すべき看護師の資格を CNRT 等に明確化。 

【提言理由】 
 がん放射線療法看護認定看護師（CNRT）は日本看護協会が資格認定した放射線治療に関わる専門的な熟練した
知識・技能を有する看護師である。CNRT の熟練した知識・技術により、乳がん患者における放射線皮膚炎の発生
に差があることが明らかになっている（文献 2,3）。 
 「専従」規定では「がん患者指導管理料等」の診療報酬加算が取れなくなり、CNRT の必要性・重要性を認識し
ながらも病院経営上「専従」にできない状況があることが調査から明らかになっている（文献 4）。そこで「専
従」を「専任」とし、診療報酬加算が可能となるよう対応する。また、CNRT の施設内配置場所によって専門的ケ
アの実践時間が異なることが示されており、専門性が発揮できる放射線治療部門等への配置をより強く求める（文
献 5）。

（参考文献）
1) 加藤知子ら. 看護展望. 2024;49(13):53-59.
2) 福士泰世ら. 日本放射線看護学会誌. 2015;3(1):42-53.
3) 岩下恵子ら. 日本放射線看護学会誌. 2021;9(1):3-13.
4) 菊野直子ら. 看護展望（掲載決定）2026.
5) 青木美和ら. 日本放射線看護学会誌. 2024;12(2):25-35.

1.5 都道府県がん診療連携拠点病院による放射線治療支援体制（新設） 

【現行要件】 
（記載なし） 

都道府県がん診療連携拠点病院は、地域がん診療連携拠点病院または地域がん診療病院からの求めに応
じ、照射計画の立案等に係る医師による支援や、機器の精度管理、照射計画の検証および照射計画補助作
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業等に携わる専門的な知識及び技能を有する技術者等による支援を行う体制を整備すること。 
【変更内容】現行未規定。都道府県拠点病院が地域拠点病院等への放射線治療技術支援体制を整備することを新設
（必須）。 

【提言理由】 
 現況報告書データ（令和 6 年 9 月時点）によると、全集計施設 405 施設のうち 87 施設（約 21.5%）では医学物
理学に関する専門資格を有する技術者が在籍していない。専門資格保有者の不在施設は都道府県がん診療連携拠点
病院で約 13.7%（7/51 施設）、地域がん診療連携拠点病院で約 21.0%（71/338 施設）、地域がん診療連携拠点病
院（特例型）で約 61.5%（8/13 施設）に上る。 
 都道府県拠点病院には、地域拠点病院等から現地支援の要請があるが、外部支援を前提とした人員配置や業務体
制が整備されておらず対応できない事例がある。加えて、国立大学法人職員や地方公務員としての兼業規定・労務
管理上の制約により、外部施設での業務従事が制限される点も課題である。 
 この解決には、現地支援を業務として明確化し、技術者の人員確保と派遣時の業務調整体制を整備するととも
に、兼業許可や出向等により身分・雇用上の制約を整理することが必要である。あわせて、支援に対する診療報酬
や公的支援による評価を行い、持続可能な体制を構築することが求められる。 

 

第２章 設備 

2.1 リニアック（外部照射装置） 

【現行要件】 
①または②を概ね満たすこと（①エ：放射線治療のべ患者数 年間 200 人以上等の診療実績要件）。 

1.1.1（診療実績要件）に準じる。 
【変更内容】現行の診療実績要件に準じる。装置 1 台あたりの推奨患者数について国際水準を参考情報として付
記。 

【提言理由】 
 石倉班では年間放射線治療患者実人数 400〜450 名毎に 1 台以上設置を推奨している。海外では治療装置 1 台あ
たり年間 450 名（文献 1）、ヨーロッパ平均 485 名（文献 2）との報告がある。多門照射・定位放射線治療・
IMRT が一般化した現在、デュアルエネルギーの要否は主要問題ではなくなったため、今後は装置の有効利用の観
点から整理する。 
（参考文献） 

1) Zhu H, et al. Lancet Glob Health. 2024;12(12):e1945-e1953. 
2) Willmann J, et al. Radiother Oncol. 2021;155:226-231. 

2.2 放射線治療計画装置 

【現行要件】 
（記載なし） 

施設に最低 2 台以上を設置すること。3 台以上の設置が望ましい。 
【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 IMRT など高精度放射線治療の普及により、治療計画業務の一部を診療放射線技師・医学物理士が担う施設が増
加し、計画チェック・線量検証業務も増加している。医師とその他の職種間での治療計画装置の利用頻度が増加し
ており、1 台では業務が追いつかない状況が指摘されている。安全な治療計画業務の遂行のため、最低 2 台以上の
配備を求める。 
（参考文献） 
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1) 日本放射線腫瘍学会；日本版ブルーブック（JBB）放射線治療施設の機能分類と標準的整備基準 2) J Radiat Res. 2023 
Nov 21;64(6):911-925. (本研究班 物理技術職業務量調査) 

2.3 シミュレータ装置 

【現行要件】 
（記載なし） 

（記載なし） 
※石倉班では CT シミュレータ装置 1 台以上の設置（使用年数上限 10 年推奨）を提言しているが、本提
言では明示的な指定要件化は見送る。 

 

第３章 放射線治療品質保証の体制 

3.1 放射線治療部門の独立 

【現行要件】 
（記載なし） 

（記載なし） 
※石倉班では「放射線治療部門は画像診断部門と独立した組織であることが望ましい」とされているが、
施設・組織の規模によって独立していない方が運営上好都合な場合もある。本提言では指定要件化は見送
る。 

3.2 放射線治療品質保証委員会の設置・開催 

【現行要件】 
（記載なし） 

放射線治療の品質保証及び医療安全に関する事項を組織的に審議・管理する委員会を設置すること。 
【変更内容】現行未規定。新規追加（必須要件）。 

【提言理由】 
 放射線治療は高度な医療機器と複雑な治療計画、多職種による診療プロセスから成り立つ医療であり、品質保証
および医療安全は個々の職種や部門の対応に委ねるだけでは十分に担保することが困難である。放射線治療に特化
した品質保証・医療安全に関する事項を組織的かつ継続的に審議・管理する枠組みを設けることが重要である。委
員会を多職種で構成し放射線治療を専門とする医師等を委員長とすることで、治療の医学的妥当性・物理技術的安
全性・看護運用面の課題を横断的に把握し、組織的な意思決定と改善につなげることができる。一般的な医療安全
委員会の枠組みを補完し、放射線治療特有のリスクについて専門的見地から継続的な品質改善（Quality 
Improvement）の仕組みを担保する（文献 1）。 
（参考文献） 

1) 日本放射線腫瘍学会「外部放射線治療における QA システムガイドライン 2016 年版」pp.9-13. 

3.3 放射線治療品質保証室の設置 

【現行要件】 
（記載なし） 

放射線治療の品質保証を統括し、医療安全に寄与する部門を設置すること 
【変更内容】現行未規定。新規追加 

【提言理由】 
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 IMRT や VMAT、画像誘導放射線治療などの高精度治療の普及により、治療工程の複雑化が進む中で、部門横断
的かつ独立した立場から品質保証を統括する組織の必要性が高まっている（文献 1）。放射線治療を直接実施する
診療科や放射線技術部門から独立した組織が、インシデント・アクシデント情報や Quality Indicator の収集・分
析、第三者的視点での改善提案、関係部門間の調整、教育・研修の体系的実施を担うことで、組織的・継続的な品
質改善（Quality Improvement）として実装することが可能となる。厚生労働省が示す将来のがん医療提供体制にお
いても、質の可視化と継続的改善体制の整備の重要性が指摘されている（文献 2）。 
（参考文献） 

1) 日本放射線腫瘍学会「外部放射線治療における QA システムガイドライン 2016 年版」pp.9-13. 
2) 厚生労働省がん診療提供体制のあり方に関する検討会「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関
するとりまとめ」令和 7 年 8 月 1 日. 

3.4 放射線治療症例カンファレンスの実施 

【現行要件】 
（臓器横断的カンファレンスに関する記述のみ。放射線治療に特化したカンファレンスの記載なし） 

放射線治療に関わる多職種のスタッフ（医師、診療放射線技師、医学物理士、看護師など）が全ての患者
の治療方針、治療計画、照射内容に関して検討するカンファレンスが定期的に開催されていること。 

【変更内容】現行未規定（臓器横断カンファのみ）。放射線治療専用の全患者対象多職種カンファレンスを新規追
加（必須）。 

【提言理由】 
 放射線治療の高度化・複雑化に伴い、多職種による組織的な質担保（Quality Assurance）が不可欠となってい
る。第一に「医療事故の未然防止（ピアレビューの確立）」：医師・医学物理士・診療放射線技師が多角的に計画
を検証することで、転記ミスや判断誤りを防ぐ強力なダブルチェック機能が働き、ASTRO でも事故防止に最も有
効な手段として推奨されている（文献 1）。第二に「治療計画の最適化と完遂可能性の向上」：IMRT 等の物理的
妥当性と看護師等の視点による患者全身状態・副作用リスクを統合することで、個々の患者に最適な治療戦略の構
築と治療完遂が可能になる。第三に「チーム医療による質の平準化」：全症例を多職種で供覧する体制は施設全体
の技術水準を底上げし、標準治療に基づいた高品質な医療を全国の拠点病院で担保する。 
（参考文献） 

1) Marks LB, et al. Pract Radiat Oncol. 2013;3(3):149-156. 

3.5 放射線治療計画の多職種による確認および伝達の実施 

【現行要件】 
（記載なし） 

医師が作成した治療計画について処方線量、照射部位、各種治療パラメータ、治療スケジュールの内容を
診療放射線技師、医学物理士などが確認する体制、さらに確認後の治療計画の内容が照射担当の診療放射
線技師に正確に伝達される体制が確立されていること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加（必須）。 

【提言理由】 
 AAPM のガイドライン「TG-275」では、治療計画のミスが患者に到達する前に阻止する「最後の砦」として多
職種によるレビューが定義されており、リスク解析に基づく処方線量と計画の一致確認・転記エラー防止を強く推
奨している（文献 1）。国内においても厚生労働省より「病院等において把握すべき重大事象の類型化について」
（令和 8 年 2 月 13 日付 医政地発 0213 第 3 号）が発出され、「放射線治療における照射線量の設定間違い、照射
部位の間違い又は累積線量の誤認」が類型として挙げられており、個人の確認のみでは看過されやすい重大なリス
クとして示されている。組織的な安全管理体制として確立することで個々の技量・注意力に依存しない体制を実現
できる。 
（参考文献） 
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1) Ford E, et al. Med Phys. 2020;47(6):e236-e272. 

3.6 放射線治療線量実測の実施 

【現行要件】 
関連する学会のガイドライン等も参考に、第三者機関による出力線量測定を行い、放射線治療の品質管理を行う
こと。 

第三者機関による出力線量測定を行うとともに関連する学会のガイドライン等に準拠し、放射線治療装置
等の品質管理を行うこと。日本放射線腫瘍学会の認定施設であることが望ましい。 

【変更内容】現行要件の文言を強化（「参考に」→「準拠し」）し、JASTRO 認定施設要件（望ましい）を追加。 

【提言理由】 
 治療装置の出力線量の正確性・安定性は治療効果と患者安全を左右する最も基本的かつ重要な要素である。第三
者機関による独立した出力線量測定は施設内部では見落とされがちな測定系の偏りや校正誤差を検出し、施設間の
線量ばらつきを抑制する。品質管理の範囲は出力線量測定にとどまらず、幾何学的精度・照射野特性・線量分布再
現性・IGRT 装置を含む関連機器の性能確認など多岐にわたるため、学会ガイドライン準拠の QA/QC 体制の構築
を求める。なお治療用線量計の校正については、第三者機関による出力線量測定および学会ガイドライン準拠の品
質管理要件の中で包括的に担保する構成とするため、単独要件としての明示は見送る。 
（参考文献） 

1) 厚生労働省「がん診療連携拠点病院等の整備について」健発 0801 第 16 号、令和 4 年 8 月 1 日（一部改正 令和 7 年 8
月 29 日） 
2) 日本放射線腫瘍学会「外部放射線治療における QA システムガイドライン 2016 年版」 
3) 厚生労働省がん診療提供体制のあり方に関する検討会「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関
するとりまとめ」令和 7 年 8 月 1 日 

3.7 第三者による評価（QI 登録） 

【現行要件】 
（記載なし） 

放射線治療部門における品質保証および医療安全の Quality Indicator（QI）の web システムに登録し、
放射線治療実施体制の継続的な改善を行うこと。 

【変更内容】現行未規定。新規追加（必須）。 

【提言理由】 
 当該 QI は放射線治療の品質保証・医療安全体制の包括的評価に特化した指標群として、2018 年から国立がん研
究センター研究開発費により開発された（文献 1）。2021 年度・2025 年度には当該システムを用いた全国調査が
実施され（文献 2）、現在がん診療連携拠点病院の 302 施設（65%）が登録済みであり、システム参画への障壁は
小さい。当該 QI の達成率が高い施設ほど高精度放射線治療の患者数・適用率が高く、品質・安全性を担保した診
療が実施されていることが示されている。当該 QI（88 指標）には従前の提言（石倉班等）で提案されてきた内容
が多く含まれており、登録と QI 達成率向上を目指すことで各施設の質改善を促進し、要件化により各施設の自主
性に任されていた質改善への動機づけが可能となる。 
（参考文献） 

1) Mizuno N, et al. Radiother Oncol. 2023;179:109452. 
2) 「放射線治療における品質保証および医療安全の QI」がん診療連携拠点病院を対象とした 2020-2021 年度調査報告
書. 2024 年 5 月 30 日. JASTRO HP. 

3.8 患者位置照合 

【現行要件】 
（記載なし） 
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位置照合装置を用いた患者位置照合を適宜実施すること。 
【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 石倉班ではリニアックグラフィ等の照合システムを用いた患者位置照合の適宜確認を求めている。関連するガイ
ドラインとして、呼吸性移動対策を伴う放射線治療に関するガイドライン 2019（文献 2）、画像誘導放射線治療の
臨床施行のためのガイドライン 2022（文献 3）、MR 画像誘導即時適応放射線治療ガイドライン（文献 4）、強度
変調放射線治療における物理技術ガイドライン 2023（文献 5）が該当する。 
（参考文献） 

1) 厚生労働科学研究費補助金「がん医療の均てん化に資する放射線治療の推進及び品質管理に係る研究」 
2) 呼吸性移動対策を伴う放射線治療に関するガイドライン 2019（日本放射線腫瘍学会） 
3) 画像誘導放射線治療の臨床施行のためのガイドライン 2022（日本放射線腫瘍学会） 
4) MR 画像誘導即時適応放射線治療ガイドライン（日本放射線腫瘍学会） 
5) 強度変調放射線治療における物理技術ガイドライン 2023（日本放射線腫瘍学会） 

 

第４章 治療数・内容（治療技術） 

4.1 年間外照射数 

【現行要件】 
放射線治療のべ患者数 年間 200 人以上（①を概ね満たすこと）。 

放射線治療のべ患者数は年間 200 人以上を概ね満たすこと。ただし、人口減少地域等においては、地域の
がん患者数やアクセス性を含めた医療提供体制を踏まえ、地域に必要な放射線治療機能を維持している場
合には柔軟な運用を考慮する。 

【変更内容】現行要件に準じながら、人口減少地域等における柔軟な運用を記載。 

【提言理由】 
 海外では治療装置一台当たり 400〜450 名（文献 1,2）を治療しているとの報告があり、整合性の観点から今後も
継続的な検討が必要である。 
（参考文献） 

1) Zhu H, et al. Lancet Glob Health. 2024;12(12):e1945-e1953. 2) Willmann J, et al. Radiother Oncol. 2021;155:226-231. 

 4.2 強度変調放射線治療（IMRT） 
【現行要件】 

強度変調放射線治療と外来での核医学治療を提供することが望ましい。 

強度変調放射線治療、定位放射線治療が提供できること。 
【変更内容】IMRT および SRT/SBRT を「望ましい」から「提供できること（必須）」へ格上げ。核医学治療
（外来）は後述。 

【提言理由】 
 石倉班では都道府県拠点病院において IMRT および体幹部定位放射線治療を実施できることとし、地域拠点病院
においても実施できることが望ましいとされている。IMRT は高精度放射線治療の標準的手法として普及してお
り、令和 8 年の診療報酬改定結果も鑑み、がん診療連携拠点病院の必須要件として位置づけることが妥当である。
定位放射線治療（SRT/SBRT）も肺・肝・脊椎等への適応が拡大しており、拠点病院として必須の技術となってい
る。 

4.3 定位放射線治療（SRT/SBRT） 
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（4.2 と統合して記載。上記参照。） 

4.4 小線源治療（治療内容） 

4.4.1 RALS（遠隔操作式後装填法）による腔内照射 

【現行要件】 
密封小線源治療について、地域の医療機関と連携し、役割分担すること。 

施設で RALS による腔内照射/組織内照射併用腔内照射を実施できることが望ましい。実施できない施設
では、実施可能な施設に紹介できる体制を構築すること。 

【変更内容】「連携・役割分担」という包括的記載から、RALS 腔内照射の自施設実施（望ましい）および紹介体
制を具体化。 

【提言理由】 
 子宮頸癌の放射線治療においては通常 RALS による小線源治療とリニアックを用いた体外照射を併用する。腔内
照射の年間件数が少ない小規模施設では技術的レベルが維持されにくいことが報告されており、今後の患者数予測
に基づき子宮頸癌治療の集約化も検討する必要がある（文献 1）。他施設に小線源治療を依頼する場合は総治療期
間が 8 週間以内となるよう施設間で密な連携が必要である。技術レベル維持のため最低でも月 1 例の子宮頸癌患者
治療を推奨する。 
（参考文献） 

1) Eifel PJ, et al. Int J Radiat Oncol Biol Phys. 2004;60:1144-53. 

4.4.2 組織内照射法 

【現行要件】 
（密封小線源治療として包括的記載のみ） 

組織内照射を実施できない施設では、実施可能な施設に紹介できる体制を構築すること。 
【変更内容】包括的記載から組織内照射の紹介体制を独立・具体化。 

【提言理由】 
 組織内照射は前立腺癌に対して最も多く実施される（文献 1）。熟練度が治療成績を左右し、多くの患者数が見
込まれる施設で実施すべきである。 
（参考文献） 

1) Hitoshi Ikushima, et al. J Radiat Res. 2024;65(2):168-176. 

4.5 全身照射（TBI） 

【現行要件】 
（記載なし） 

全身照射について地域の医療機関と連携し、役割分担すること。 
【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 石倉班では実施できない施設では実施可能な施設に紹介できる体制を構築することとされている。全身照射は骨
髄移植等に不可欠な治療であり、地域連携・役割分担の明示が必要である。 
（参考文献） 
1) 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 がん対策推進総合研究事業分担研究報告書（令和 4 年度） 

4.6 適応放射線治療 

【現行要件】 
（記載なし） 
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即時適応放射線治療等の高度な放射線治療について、患者に情報提供を行うとともに、必要に応じて適切
な医療機関へ紹介する体制を整備すること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加。 

（参考文献） 
1) Okamoto H, et al. J Radiat Res. 2022;63(5):730-740. 

4.7 アイソトープ内用療法 

【現行要件】 
強度変調放射線治療と外来での核医学治療を提供することが望ましい。専用治療病室を要する核医学治療や粒子
線治療等の高度な放射線治療については患者に情報提供を行うとともに、必要に応じて適切な医療機関へ紹介す
る体制を整備すること。 

外来での核医学治療・特別措置病室を用いた核医学治療を提供することが望ましい。専用の放射線治療病
室を要する核医学治療について、患者に情報提供を行うとともに、必要に応じて適切な医療機関へ紹介す
る体制を整備すること。また、都道府県がん診療連携拠点病院は核医学治療のための放射線治療病室を設
置することが望ましい。 

【変更内容】外来核医学治療に加え「特別措置病室を用いた核医学治療」の提供を望ましい要件として追加。粒子
線治療を分離（4.8 参照）。都道府県がん拠点病院は核医学治療のための放射線治療病室を設置を追加。 

【提言理由】 
 177Lu などを使用した製剤への対応など核医学治療の対象が拡大する中で、特別措置病室の有効活用と施設基準
の合理化が急務である。全国的な核医学施設の設備増強とともに現有設備の活用促進が重要である。 
（参考文献） 

1) 日本核医学会保健委員会「核医学治療・標的アイソトープ治療の実用化・普及に向けた現況と課題」 
2) 厚生労働省がん診療提供体制のあり方に関する検討会「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関
するとりまとめ」令和 7 年 8 月 1 日 

4.8 粒子線治療 

【現行要件】 
（「専用治療病室を要する核医学治療や粒子線治療等の高度な放射線治療」として包括的記載） 

粒子線治療等の高度な放射線治療について、患者に情報提供を行うとともに、必要に応じて適切な医療機
関へ紹介する体制を整備すること。 

【変更内容】核医学治療との包括的記載から粒子線治療を分離・独立して明示。 

【提言理由】 
 粒子線治療は 2016 年度に保険収載されて以降、保険適用が段階的に拡大している。高額な医療機器・専用設備
等の導入・維持コストから都道府県または広域での集約化が望ましいとされており（文献 1）、拠点病院としては
適切な患者紹介体制を持つことが重要である。 
（参考文献） 

1) 厚生労働省がん診療提供体制のあり方に関する検討会「2040 年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関
するとりまとめ」令和 7 年 8 月 1 日. 

4.9 緩和的放射線治療 

【現行要件】 
緩和的放射線治療を患者に提供できる体制を整備すること。また自施設の診療従事者に対し、緩和的放射線治療
の院内での連携体制について周知していることに加え、連携する医療機関に対し、患者の受入れ等について周知
していること。さらに、ホームページ等で、自施設におけるこれらの実施体制等について分かりやすく公表して
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いること。 

緩和的放射線治療を患者に提供できる体制を整備すること。また、自施設の医療従事者に対し、緩和的放
射線治療の院内での連携体制について周知していることに加え、連携する医療機関に対し、患者の受入れ
等について周知していること。さらに、ホームページ等で、自施設におけるこれらの実施体制、連携窓口
ならびに連携手順等について分かりやすく公表していること。特に、緊急を要する症状に対する緩和的放
射線治療（緊急緩和照射）に対応可能な体制を整備していること。 

【変更内容】「診療従事者」を「医療従事者」に変更。連携窓口・連携手順のホームページ公表を追加明示。 

4.10 画像下治療（IVR） 

【現行要件】 
画像下治療（IVR）を提供することが望ましい。 

都道府県拠点病院、地域拠点病院においては、自ら、あるいは近隣の施設と正式に連携して、画像下治療
（IVR）を実施できること。 

【変更内容】「望ましい」から「自らまたは近隣施設との正式連携による提供（必須）」へ変更。 

【提言理由】 
 画像下治療（IVR）は放射線科に属する部門として腫瘍への経皮的アブレーション・血管塞栓術等の局所療法、
がん合併症への対応、放射線治療補助的治療（文献 4-6）等に活用される。放射線治療と IVR は局所療法・緩和治
療として共通性が高く、放射線科という窓口を通じた協働はがん診療の質向上に大きく貢献する（文献 7）。IVR
についての認知は未だ不十分であり実施できる施設も限られているが、IVR 医や IVR 装置を有する施設は拠点病院
以外にも多数存在する（文献 8,9）ことから、連携体制の構築により対応することを求める。本提案については日
本癌治療学会・日本緩和医療学会・日本 IVR 学会の賛同を得ている。 
（参考文献） 

1) https://www.nature.com/articles/d42473-023-00449-2 2) Abdelsalam ME, et al. CA Cancer J Clin. 2026;76(1):e70051. 
3) Elsayed M, Solomon SB. Radiology. 2023;308(1):e230139. 4) Moskalenko M, Jones BL. Curr Oncol. 2023;30(5):5054-
5061. 5) Okuma K, et al. Brachytherapy. 2025 Dec 16:S1538-4721(25)00362-9. 6) Huo YR, Eslick GD. JAMA Oncol. 
2015;1(6):756-65. 7) Kenny LM, Adam A. Clin Oncol. 2013;25(9):515-8. 8) Matsumoto Y, Uehara Y. Palliat Med Rep. 
2024;5(1):543-552. 9) (資料１) がん診療拠点病院において IVR を提供可能とする条件についての検討 

4.11 ホウ素中性子捕捉療法（BNCT） 

【現行要件】 
（記載なし） 

ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）等の高度な放射線治療について、必要に応じて患者に情報提供を行うと
ともに、適切な医療機関へ紹介する体制を整備すること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 BNCT は現在「切除不能な局所進行又は局所再発の頭頸部癌」に対して保険診療が行われており、皮膚血管肉
腫・悪性髄膜腫に対する治験も進んでいる（文献 1,2）。今後治療需要は緩徐に増加傾向となることが予想され、
患者ニーズも高い。国内において BNCT を適切に国民に提供するには各地方区分に 1 施設以上の BNCT 施設が必
要と考えられる。（井垣） 
（参考文献） 

1) 日本頭頸部癌学会編「頭頸部癌診療ガイドライン 2025 年版」 
2) 日本皮膚科学会・日本皮膚悪性腫瘍学会編「皮膚がん診療ガイドライン第 4 版 血管肉腫診療ガイドライン 2025」 
3) Nakamura S, et al. J Radiat Res. 2024;65(5):712-724. 
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4.12 小児がん拠点病院等における放射線療法 

【現行要件】 
小児がん拠点病院の指定要件：「放射線療法に関する機器の設置」が必須要件とされている。 

小児がん拠点病院において放射線療法に関する機器の設置を必須要件とはせず、他の医療機関と連携する
ことにより放射線療法を提供できる体制を整備することを可能とすること。 

【変更内容】「機器設置」必須から「連携による提供」を認める形に変更。 

【提言理由】 
 放射線治療機器の高騰、もともと少ない小児がん患者が今後さらに減少すると予想されること、陽子線治療等へ
の紹介が一定数あることなどから、特に小児専門病院では経営上の負担が大きい。機器設置を必須とすることは施
設の財政的持続可能性に課題をもたらしており、質の高い放射線治療を他の適切な施設との連携により提供できる
体制を整えることで代替することが合理的である。 
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第５章 施設間連携 

5.1 放射線治療施設間の連携体制 

【現行要件】 
（記載なし） 

当該都道府県における特定機能病院である拠点病院、もしくは都道府県がん診療連携拠点病院を中心に、
放射線治療施設間の連携体制を強化すること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加。 

5.2 遠隔放射線治療計画 

【現行要件】 
（記載なし） 

都道府県における特定機能病院である拠点病院、もしくは都道府県がん診療連携拠点病院を中心に、各都
道府県で必要に応じて施設間の遠隔放射線治療計画もしくは非常勤医派遣を検討すること。 

【変更内容】現行未規定。新規追加。 

【提言理由】 
 IMRT の施設基準に遠隔要件が追加される見込みであり、拠点病院要件には現在記載がないため新規追加すべき
である。ただし社会実装後の状況も見定めながら、厳しく縛りすぎないことも重要である。 
 遠隔放射線治療計画ガイドライン（文献 2）を参考に、治療施設（常勤医師不在・1 名等）と支援施設（常勤医
師 2 名以上等）の基準を整理することが望ましい。 
（参考文献） 

1) Saito M, et al. J Radiat Res. 2024;65(1):127-135. 
2) 日本放射線腫瘍学会「遠隔放射線治療計画ガイドライン」2019 年 

5.3 都道府県レベルでの放射線治療提供体制 

 第４期がん対策推進基本計画の全体目標では経済状況・性別・居住地などに関わらず全ての国民が質の高
いがん医療を受けられる社会を目指すとされているが、核医学治療を含む放射線治療の提供体制は都道府県
間・医療圏間で著しい格差が存在し、人的資源・設備・症例経験の偏在が患者の治療選択や治療成績に影響
を及ぼしている（文献 2）。特に地方の過疎化・高齢化・核家族化が進む中でこの格差の拡大が予測され
る。 

 これらの課題は個別医療機関や都道府県の努力のみでは解決が困難であり、国家レベルでの制度設計と財
政的・技術的支援が不可欠である。都道府県レベルでは機能分担と連携を前提とした効率的医療提供（集約
化）を各がん診療連携協議会や大学病院等の基幹病院と協力して実践していくこと。放射線治療の質の管理
は医療事故防止の観点からも重要であり、この管理を担う人材を各施設で確保するのが望ましいが困難な場
合は AI・デジタル技術を活用した遠隔 QA・教育支援を行うこと。 

（参考文献） 
1) 第４期がん対策推進基本計画（令和 5 年 3 月 28 日閣議決定） 
2) Takeda K, et al. J Radiat Res. 2025;66(1):82-88. 
3) 2023 年 全国放射線治療施設構造調査 
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第６章 人材育成 

 石倉班では本節に対応する記載はない。現行指定要件では、地域がん診療連携拠点病院および都道府県が
ん診療連携拠点病院のそれぞれに対して人材育成に関する詳細な要件が定められている。本提言では、放射
線治療部門に特化した追加・改訂事項を以下に示す。 

6.1 地域がん診療連携拠点病院における人材育成 

【現行要件】 
（1）自施設において、診療体制その他要件に関連する取組のために必要な人材の確保や育成に積極的に取り組む
こと。特に、診療の質を高めるために必要な、各種学会が認定する資格等の取得についても積極的に支援するこ
と。また、広告可能な資格を有する者のがん診療への配置状況について積極的に公表すること。 （2）病院長
は、自施設においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師等の専門性及び活動実績等を定期的に
評価し、当該医師等がその専門性を十分に発揮できる体制を整備すること。 （3）「がん等の診療に携わる医師
等に対する緩和ケア研修会の開催指針」に準拠し、当該がん医療圏においてがん診療に携わる医師を対象とした
緩和ケアに関する研修を、都道府県と協議の上、開催すること。 （4）連携する地域の医療施設におけるがん診
療に携わる医師に対して、緩和ケアに関する研修の受講勧奨を行うこと。 （5）地域の診療従事者を対象とした
研修やカンファレンスを定期的に開催すること。 （6）自施設の診療従事者等に、がん対策の目的や意義等につ
いて学ぶ機会を年１回以上確保すること。 （7）院内の看護師を対象として、がん看護に関する総合的な研修を
定期的に実施すること。 （8）医科歯科連携による口腔健康管理を推進するために、歯科医師等を対象とするが
ん患者の口腔健康管理等の研修の実施に協力すること。 

（1）自施設において、診療体制その他要件に関連する取組のために必要な人材の確保や育成に積極的に
取り組むこと。特に、診療の質を高めるために必要な、各種学会が認定する資格等の取得についても積極
的に支援すること。これについては自己研鑽とせず上長の指示の下実施すること。また、広告可能な資格
を有する者のがん診療への配置状況について積極的に公表すること。 
（2）病院長は、自施設においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師等の専門性及び活
動実績等を定期的に評価し、当該医師等がその専門性を十分に発揮できる体制・制度を整備すること。 
（3）「がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修会の開催指針（一部改正）」に準拠し、当該
がん医療圏においてがん診療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を、都道府県と協議の上、
開催し、緩和ケアを必要とする患者らに適切に緩和ケアが提供できるようにすること。また、自施設の
長、および自施設に所属する臨床研修医及び１年以上自施設に所属するがん診療に携わる医師・歯科医師
が当該研修を修了する体制を整備し、受講率を現況報告において報告すること。 
（4）連携する地域の医療施設におけるがん診療に携わる医師に対して、緩和ケアに関する研修の受講勧
奨を行うこと。 
（5）当該がん医療圏において顔の見える関係性を構築し、がん医療の質の向上につながるよう、地域の
診療従事者を対象とした研修や二次医療圏を超えた多施設カンファレンスを定期的に開催すること。 
（6）自施設の診療従事者等に、がん対策の目的や意義、がん患者やその家族が利用できる制度や関係機
関との連携体制等について学ぶ機会を年１回以上確保すること。 
（7）院内の看護師を対象として、がん看護に関する総合的な研修を定期的に実施すること。 
（8）医科歯科連携による口腔健康管理を推進するために、歯科医師等を対象とするがん患者の口腔健康
管理等の研修の実施に協力すること。 

【変更内容】（1）に「自己研鑽とせず上長の指示の下実施すること」を追加。（2）に「体制・制度」の整備を明
示。（3）に「一部改正」の反映と緩和ケアへのアクセス確保の趣旨を明確化。（5）に「二次医療圏を超えた多施
設カンファレンス」を追加。 

【提言理由】 
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 （1）について：専門医・認定医等の資格取得は施設の医療の質を担保する上で重要であり、個人の自己研鑽に委
ねるのではなく、組織的な支援として位置づけることが必要である。なお、費用負担の範囲については施設ごとの
判断に委ねる。 
 （2）について：専門性を発揮できる「体制・制度」として人事制度も含めた整備を求めることで、専門人材の定
着・活用を促進する。 
 （5）について：二次医療圏を超えた多施設カンファレンスは、放射線治療の高度化・集約化が進む中で、施設間
の技術共有と連携強化に特に有効である。 
（参考文献） 

1) がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修会の開催指針（一部改正） 
2) がん診療連携拠点病院等の整備について（厚生労働省健康局長通知）令和 4 年 8 月 1 日 

6.2 都道府県がん診療連携拠点病院における追加要件 

【現行要件】 
（1）当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・薬剤師・看護師等を対象とし
た研修を実施すること。 （2）当該都道府県の拠点病院等及び地域におけるがん医療を担う者に対し、情報提
供、症例相談及び診療支援を行うこと。 

（地域拠点病院の要件（6.1）に加え） 
（1）当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・薬剤師・看護師等を
対象とした研修を実施すること。 
（2）当該都道府県の拠点病院等及び地域におけるがん医療を担う者に対し、情報提供、症例相談及び診
療支援を行うこと。 

【変更内容】現行要件と同一の文言を維持する。 
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第７章 医療の質の改善の取組及び安全管理 

 本章は、現行指定要件「７ 医療の質の改善の取組及び安全管理」に対応する放射線治療特化の提言である。
なお、本提言内容は放射線治療に特化しているため、指定要件上の位置付けとしては「２ 診療体制（１）診療機
能 ② 手術療法、放射線療法、薬物療法の提供体制の特記事項」への追加を提案する。（v06 補足より） 

【現行要件】 
（1）自施設の診療機能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況の他、がん患者の療養生活の質について把
握・評価し、課題認識を院内の関係者で共有した上で、組織的な改善策を講じること。その際には Quality 
Indicator を利用するなどして、PDCA サイクルが確保できるよう工夫をすること。 （2）医療法等に基づく医療
安全にかかる適切な体制を確保すること。 （3）日本医療機能評価機構の審査等の第三者による評価を受けてい
ること。 

放射線治療に係る医療安全管理体制（手順書の整備、インシデント報告、装置の品質保証・品質管理等）
を確保し、その運用状況を関連 Quality Indicator（QI）により可視化して継続的に改善すること。 

【変更内容】現行要件（一般的な QI・PDCA・医療安全体制）に加え、放射線治療に特化した医療安全管理体制と
QI による可視化・継続改善を新規追加。 

【提言理由】 
 現行の指定要件では「Quality Indicator を利用するなどして、PDCA サイクルが確保できるよう工夫をするこ
と」と一般的に定められているが、放射線治療は高度な医療機器・複雑な治療計画・多職種の関与からなる医療で
あり、一般的な医療安全体制だけでは治療に特有のリスクを十分に管理することが困難である。 
 具体的には、治療計画・照射の各工程における手順書の整備、インシデント・アクシデント発生時の報告・分析
体制、装置の品質保証・品質管理（QA/QC）を包括的に確保する体制を組織として整備することが不可欠であ
る。 
 「放射線治療部門における品質保証および医療安全の QI（国立がん研究センター研究開発費 2025-A-12）」は放
射線治療の品質保証・医療安全体制の包括的評価に特化した指標群として 2018 年から開発された（文献 1）。
2021 年度・2025 年度の全国調査ではがん診療連携拠点病院 302 施設（65%）が登録済みであり（文献 2）、当該
QI の達成率が高い施設ほど高精度放射線治療の患者数・適用率が高く、品質・安全性を担保した診療が実施されて
いることが示唆されている。 
 本提言内容は放射線治療に特化しているため、指定要件上の位置付けとしては「２ 診療体制（１）診療機能 ② 
手術療法、放射線療法、薬物療法の提供体制の特記事項」への追加を提案する。 
（参考文献） 

1) Mizuno N, Okamoto H, Minemura T, et al. Radiother Oncol. 2023;179:109452. 
2) 「放射線治療における品質保証および医療安全の QI」がん診療連携拠点病院を対象とした 2020-2021 年度調査報告
書. 2024 年 5 月 30 日. JASTRO HP. 
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第８章 情報提供 

8.1 患者への情報提供 

8.1.1 患者との共同意思決定（Shared Decision Making） 
【現行要件】 

① 治療プロセス全体に関して、患者とともに考えながら方針を決定すること。 ② 標準治療として複数の診療科
が関与する選択肢がある場合に、その知見のある診療科の受診ができる体制を確保すること。 

① 治療プロセス全体に関して、患者が十分に理解し納得した上で意思決定できるように説明し、患者と
ともに考えながら方針を決定すること。また、推進にあたり主に主科が率先して体制構築を目指し、病院
全体として意識的に取り組むこと。 
②  複数の診療科が関与する選択肢がある場合（注：「標準治療として」を削除）には、それぞれの診療
に関する知見を有する診療科を受診できる体制を確保すること。その際、主科のみならず複数の診療科を
受診しやすいよう、病院側が自律的に受診手続き等を補助すること。なお、当該診療科への受診手順を明
確化し、説明同意文書への記載、診療録への記録、及びホームページ等による周知を行うことが望まし
い。 
③ がん相談支援センターを整備すること。また、多診療科が関わる共同意思決定（SDM）の体制を構築
すること。 

【変更内容】①にチーム医療体制と主科主導の体制構築を追加。②に「全ての選択肢の説明」と「病院側による手
続き補助」を追加。③（がん相談支援センター・SDM 体制）を新規追加。 

【提言理由】 
 放射線治療を含む複数の治療選択肢が存在するがん（前立腺癌、乳癌等）においては、各専門領域から偏りなく
患者へ情報提供できる体制が患者の自律的意思決定を支える。現行指定要件では「標準治療として複数の診療科が
関与する選択肢がある場合に診療科の受診ができる体制」と定められているが、本来、生命予後を主軸とした標準
治療とは異なる価値尺度を患者ごとに個々に想定して治療法選択を検討するのがこの要件の主旨であるため、「標
準治療として」は削除する必要がある。また、実際には主科のみから情報提供されることが多く、放射線治療等の
選択肢が患者に十分説明されないケースが指摘されている。例えば前立腺がんでは泌尿器科・放射線治療科・腫瘍
内科の 3 診察予約が自動的に取られるような仕組みが望ましい。主科が率先して病院全体として意識的に体制構築
に取り組むことを求める。 
（参考文献） 

1) がん診療連携拠点病院等の整備について（厚生労働省健康局長通知）令和 4 年 8 月 1 日 
2) 国立がん研究センターがん対策情報センター「患者体験調査報告書（平成 30 年度調査）」2020 年 

8.1.2 セカンドオピニオン体制 

【現行要件】 
① 医師からの診断結果や病状の説明時及び治療方針の決定時等において、すべてのがん患者とその家族に対し
て、他施設でセカンドオピニオンを受けられることについて説明すること。その際、心理的な障壁を取り除くこ
とができるよう留意すること。 ② 当該施設で対応可能ながんについて、手術療法、放射線療法、薬物療法又は緩
和ケアに携わる専門的な知識及び技能を有する医師によりセカンドオピニオンを提示する体制を整備し、患者に
わかりやすく公表すること。 

① 医師からの診断結果や病状の説明時及び治療方針の決定時等において、すべてのがん患者とその家族
に対して、他施設でセカンドオピニオンを受けられることについて説明すること。また、説明実施の記録
を残しておくことが望ましい。その際、心理的な障壁を取り除くことができるよう留意すること。 
② セカンドオピニオンを提示する体制を整備すること。放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有
する医師を含めて対応できる体制とすること。 
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【変更内容】①に「説明実施の記録」（望ましい）を追加。②を簡潔化しつつ放射線療法専門医を含む体制を明
示。 

【提言理由】 
 本研究班が実施した調査研究では、回答者 119 名のうち有償のセカンドオピニオンを受診した患者は 54 名
（45.4%）であり、うち最初に受診した担当医の治療方針と異なる治療を選択した患者は 44 名（81.5%）に上っ
た。セカンドオピニオン受診は患者の治療選択に大きく影響しており、その促進が患者の自律的意思決定を支える
上で重要である。 
 2020 年の患者体験調査報告書では、治療開始前にセカンドオピニオンについて担当医から話があった人は 34.9%
に留まっており、担当医からの積極的な案内と、受診しやすい体制・診療報酬上の仕組みの整備が求められる。
（小宮山） 
（参考文献） 

1) がん診療連携拠点病院等の整備について（厚生労働省健康局長通知）令和 4 年 8 月 1 日 
2) 国立がん研究センターがん対策情報センター 患者体験調査報告書（平成 30 年度調査） 
3) 厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業分担研究報告書（令和 4 年度） 4) 健発 0801 第 16 号「がん診
療連携拠点病院等の整備について」令和 4 年 8 月 1 日 

8.2 医療従事者への情報提供 

【現行要件】 
（記載なし） ※石倉班では記載なし。現行要件に対応する記述として：セカンドオピニオンを受け入れ、紹介元
に十分な情報を提供できる体制が整備されていること。施設内の医療従事者を対象とした講習会が年に 1 回以上
開催されていること。（小宮山） 

（1）他施設からのセカンドオピニオン依頼を受け入れ、紹介元に十分な情報を提供できる体制を整備す
ること。 
（2）施設内の医療従事者を対象とした放射線治療に関する講習会を年に 1 回以上開催すること。 

【変更内容】現行未規定。放射線治療に関する医療従事者向け情報提供体制として新規追加。（小宮山・谷・大
西） 

【提言理由】 
 放射線治療に関する院内・院外医療従事者への情報提供は、適切な患者紹介と治療連携の質を高める上で重要で
ある。放射線治療の適応や効果・副作用について、他診療科医師・看護師・地域医療機関への定期的な啓発・情報
共有を行うことで、適切なタイミングでの放射線治療への紹介が促進される。なお、具体的な提言内容については
担当班（小宮山・谷・大西）が今後追記予定である。 
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第９章 その他

9.1 AI の放射線治療での活用 

【現行要件】 
（記載なし） 

AI を用いた放射線治療計画における輪郭描出支援等を実施する場合には、必ずその品質を定期的に確認
するための体制を整備すること。当該体制には少なくとも医師（放射線治療経験 5 年以上が望ましい）、
精度管理を専ら担当する者（IMRT 照射計画補助研修修了が望ましい）、診療放射線技師を含めること。 

【変更内容】現行未規定。AI を用いた放射線治療計画支援ツール導入時の定期 QA 体制を新規追加。 

【提言理由】 
 近年、放射線治療計画における自動輪郭描出（Auto-segmentation）や自動計画（Auto-planning）等の AI ツール
の臨床導入が急速に進んでいる。AI ツールは作業効率を向上させる一方で、学習データの偏りや臨床外の状況への
対応など、固有のリスクを伴う。ESTRO/AAPM の合同ガイドライン（文献 1）では、AI ツールを臨床導入する前
に定期的な QA 手順を整備することを強く推奨しており、放射線腫瘍医・医学物理士・診療放射線技師・数学者・
コンピュータ科学者等の多職種・産学の緊密な連携が不可欠とされている。

本提言では、AI ツールを放射線治療計画に用いる施設に対して、定期的な QA 体制の整備を指定要件に位置づけ
ることを提案する。具体的な実施体制の要件（人員・頻度・手順書の整備等）については、今後の関連学会ガイド
ラインの整備に合わせて詳細化することが望ましい。

（参考文献）
1) Hurkmans C, Bibault JE, Brock KK, et al. A joint ESTRO and AAPM guideline for development, clinical validation and
reporting of artificial intelligence models in radiation therapy. Radiother Oncol. 2024;197:110345.
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付録：現行指定要件と大西班提言案の比較表 

  新規追加   変更・強化   現行維持/検討中 

 緑＝新規追加  橙＝変更・強化  白＝現行維持/検討中 

項目 現行指定要件 大西班 提言案 

第１章 人員 

放射線治療医 専従の常勤の医師を１人以上配置する
こと。 

現行要件維持（継続的な検討が必要） 

放射線治療担当 
診療放射線技師 

施設に常勤の診療放射線技師を２人以
上配置することが望ましい（＊）。専
門資格保有が望ましい。 

【変更・強化】外部照射装置 1 台につき常勤の診療放射線
技師を２人以上配置すること。専門資格保有が望ましい
（＊）。年間患者 350 人超で 1 名追加（望ましい）。 
【新規】シミュレータ装置操作時の診療放射線技師配置。
適宜増員を規定。 

RALS 担当人員 （記載なし） 【新規・望ましい（＊）】RALS 照射業務時に医師・技
師・看護師等を各 1 名以上配置が望ましい（＊）。 

放射線治療品質管
理士／医学物理士 

専従の常勤技術者等を１人以上配置す
ること。医学物理学の専門資格保有が
望ましい。 

【変更・強化】専従の常勤技術者等を１人以上配置（必須
維持）。高精度治療年間患者 200 人超で 1 名追加が望ま
しい（＊）。IMRT 照射計画補助研修修了（望ましい
（＊））。 
【新規】専門資格保有者を配置できない場合は都道府県拠
点病院等との連携により当該業務の質を担保する体制を整
備すること。 

放射線治療部門 
担当看護師 

専従の常勤看護師を１人以上配置する
こと。専門資格保有が望ましい。 

【変更】「専従」→「専任」に変更（診療報酬の加算対
応）。がん放射線療法看護認定看護師（CNRT）等に資格
を明確化。 

都道府県拠点病院
による放射線治療
支援体制 

（記載なし） 【新規・必須】都道府県拠点病院は地域拠点病院等の求め
に応じ、医師による照射計画支援・技術者等による精度管
理・計画検証・計画補助支援を行う体制を整備すること。 

第２章 設備 

リニアック 年間放射線治療のべ患者数 200 人以上
等の診療実績要件のみ。 

（現行要件に準じる）患者数については、４章参照。 

放射線治療計画装
置 

（記載なし） 【新規】施設に最低 2 台以上設置すること。3 台以上が望
ましい。 

シミュレータ装置 （記載なし） （記載なし） 

第３章 放射線治療品質保証の体制 

放射線治療部門の
独立 

（記載なし） （記載なし） 

放射線治療品質保
証委員会の設置 

（記載なし） 【新規・必須】放射線治療の品質保証及び医療安全に関す
る事項を組織的に審議・管理する委員会を設置すること。 

放射線治療品質保 （記載なし） 【新規・望ましい】放射線治療担当診療科及び放射線技術
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項目 現行指定要件 大西班 提言案 

証室の設置 部門から独立した品質保証組織を設置することが望まし
い。 

放射線治療症例 
カンファレンス

（臓器横断カンファのみ） 【新規・必須】全患者対象に多職種（医師・技師・医学物
理士・看護師等）が治療方針・計画・照射内容を定期的に
検討するカンファレンスを開催すること。 

治療計画の 
多職種確認・伝達 

（記載なし） 【新規・必須】医師が作成した治療計画について、処方線
量・照射部位・治療パラメータ等を診療放射線技師・医学
物理士等が確認し、照射担当技師へ正確に伝達される体制
を確立すること。 

放射線治療線量実
測 
・品質管理

関連学会ガイドライン等を参考に、第
三者機関による出力線量測定を行い、
放射線治療の品質管理を行うこと。 

【変更・強化】第三者機関による出力線量測定を行うとと
もに、関連学会ガイドライン等に準拠し、放射線治療装置
等の品質管理を行うこと。JASTRO 認定施設が望まし
い。 

QI システムへの 
登録・活用 

（記載なし） 【新規・必須】放射線治療部門の品質保証・医療安全の
QI web システムに登録し、継続的な改善を行うこと。 

患者位置照合 （記載なし） 【新規】位置照合装置を用いた患者位置照合を適宜実施す
ること。 

第４章 治療数・内容（治療技術） 

年間外照射数 放射線治療のべ患者数 年間 200 人以上 （現行要件+柔軟化）放射線治療のべ患者数は年間 200 人
以上を概ね満たすこと。ただし、人口減少地域等では、地
域のがん患者数や医療提供体制を踏まえ柔軟に運用する。 

強度変調放射線治
療（IMRT） 

強度変調放射線治療を提供することが
望ましい。 

【格上げ・必須化】IMRT が提供できること（必須）。 

定位放射線治療 
（SRT/SBRT） 

（記載なし） 【新規・必須】IMRT 及び定位放射線治療が提供できるこ
と。 

RALS 腔内照射 
（小線源・内容） 

密封小線源治療について地域の医療機
関と連携し、役割分担すること。 

【変更・具体化・望ましい】施設で RALS による腔内照射
/組織内照射併用腔内照射を実施できることが望ましい。
実施困難な施設は紹介体制を構築すること。 

組織内照射 
（小線源・内容） 

（包括的記載のみ） 【変更・具体化】組織内照射が実施できない施設では、実
施可能な施設に紹介できる体制を構築すること。 

全身照射（TBI） （記載なし） 【新規】全身照射について地域の医療機関と連携し、役割
分担すること。 

適応放射線治療 （記載なし） 【新規】即時適応放射線治療等の高度な放射線治療につい
て情報提供し、適切な医療機関へ紹介する体制を整備する
こと。 

アイソトープ内用
療法

外来での核医学治療を提供することが
望ましい。専用治療病室を要する核医
学治療等については情報提供・紹介体
制を整備すること。 

【変更・具体化】外来核医学治療・特別措置病室を用いた
核医学治療を提供することが望ましい。専用放射線治療病
室を要する核医学治療については情報提供・紹介体制を整
備すること。都道府県がん拠点病院は核医学治療のための
放射線治療病室を設置することが望ましい。 
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項目 現行指定要件 大西班 提言案 

粒子線治療 （核医学治療や粒子線治療等として包
括的記載） 

【分離・具体化】粒子線治療等の高度な放射線治療につい
て情報提供し、必要に応じて適切な医療機関へ紹介する体
制を整備すること。 

緩和的放射線治療 緩和的放射線治療を提供できる体制を
整備すること。院内外への周知・広
報。 

【変更・強化】連携窓口・連携手順のホームページ公表を
追加。「診療従事者」を「医療従事者」に変更。「緊急緩
和照射に対応可能な体制を整備」を追加。 

画像下治療
（IVR） 

画像下治療（IVR）を提供することが望
ましい。 

【変更・強化】都道府県拠点病院・地域拠点病院は、自ら
又は近隣施設と正式に連携して IVR を実施できること。 

BNCT （記載なし） 【新規】BNCT 等の高度な放射線治療について情報提供
し、適切な医療機関へ紹介する体制を整備すること。 

小児がん拠点病院
等における放射線
療法 

放射線療法に関する機器を設置するこ
と。 

放射線治療機器の設置を必須とせず、他医療機関との連携
により放射線治療を提供できる体制を整備すること。 

第５章 施設間連携 

放射線治療施設間
の連携体制 

（記載なし） 【新規】特定機能病院または都道府県拠点病院を中心に、
放射線治療施設間の連携体制を強化すること。 

遠隔放射線治療計
画 

（記載なし） 【新規】必要に応じて施設間の遠隔放射線治療計画もしく
は非常勤医派遣を検討すること。 

第６章 人材育成 

地域拠点病院 
人材育成（1） 

各種学会が認定する資格等の取得を積
極的に支援すること。 

【変更】「自己研鑽とせず上長の指示の下実施すること」
を追加。費用負担は各施設判断。 

地域拠点病院 
人材育成（2） 

病院長は医師等の専門性及び活動実績
等を定期的に評価し、その専門性を十
分に発揮できる体制を整備すること。 

【変更】「体制・制度」として人事制度も含めた整備を明
示。 

地域拠点病院 
人材育成（3） 

緩和ケア研修会の開催指針に準拠し、
研修を開催すること。 

【変更】「一部改正」を反映し、緩和ケアへのアクセス確
保の趣旨を明確化。 

地域拠点病院 
人材育成（5） 

地域の診療従事者を対象とした研修や
カンファレンスを定期的に開催するこ
と。 

【変更】「二次医療圏を超えた多施設カンファレンス」の
定期開催を追加。 

都道府県拠点病院 
追加要件 

当該都道府県においてがん医療に携わ
る医師・薬剤師・看護師等を対象とし
た研修を実施すること等。 

（現行維持） 

第７章 医療の質の改善の取組及び安全管理 

放射線治療特化の 
医療安全管理体制 

（1）Quality Indicator を利用するなど
して、PDCA サイクルが確保できるよ
う工夫すること。 
（2）医療法等に基づく医療安全にかか
る適切な体制を確保すること。 
（3）第三者による評価を受けているこ
と。 

【新規追加】放射線治療に係る医療安全管理体制（手順書
の整備、インシデント報告、装置の QA/QC 等）を確保
し、その運用状況を関連 QI により可視化して継続的に改
善すること。 
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第８章 情報提供 

患者への情報提供 
共同意思決定
（SDM） 

①治療プロセス全体に関して、患者と
ともに考えながら方針を決定するこ
と。
②標準治療として複数の診療科が関与
する選択肢がある場合に、その知見の
ある診療科の受診ができる体制を確保
すること。 

【変更】①にチーム医療体制・主科主導の体制構築を追
加。 
【変更】②の「標準治療として」を削除し、全ての選択肢
の説明と病院側による手続き補助を追加。説明同意書、診
療録への記載、ホームページ等による周知を追加。 
【新規】③がん相談支援センターの整備と SDM 体制の構
築を追加。 

患者への情報提供 
セカンドオピニオ
ン

①全患者にセカンドオピニオンを受け
られることを説明すること。
②放射線療法等に携わる医師によりセ
カンドオピニオンを提示する体制を整
備し公表すること。

【変更】①に「説明実施の記録」（望ましい）を追加。 
②を簡潔化しつつ放射線療法専門医を含む体制を明示。

医療従事者への 
情報提供 

（記載なし） 【新規】①紹介元への十分な情報提供体制の整備。②施設
内医療従事者向け放射線治療講習会を年 1 回以上開催する
こと。 

第９章 その他 

AI の放射線治療 
での活用 

（記載なし） 【新規】AI を用いた放射線治療計画における輪郭描出支
援等を実施する場合には、定期的な QA 体制を整備するこ
と（医師・精度管理者・診療放射線技師を含む）。 

※（＊）は「次期改定において必須要件とすることを念頭に置いた望ましい要件」を示す。 
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